
平成２６年度当初予算編成の進め方について

(１)事項説明 (2)主な日程

１２月 １月 ２月 ３月 ４月

① 予算編成方針の決定・公表【例年の状況】【例年の状況】【例年の状況】【例年の状況】▶ 予算編成方針に基づく要求と査定▶ 市長裁定は１月下旬に実施▶ 議会へは２月下旬に予算提案【今年度における取扱い】【今年度における取扱い】【今年度における取扱い】【今年度における取扱い】▶ 庁内各部に対しては、10月に予算編成方針の「作業用未定稿」を示し、要求作業を開始している。▶ 予算編成作業に併せて、市長の政策提言に基づく事業の調整・反映を行う。
② 中期財政計画の見直し【例年の状況】【例年の状況】【例年の状況】【例年の状況】▶ 平成22年に策定し、以後、毎年の「時点修正」を実施し、10月頃に公表▶ 財政計画における数値目標（市債残高の抑制、基金残高の確保等）を念頭に置いた当初予算を編成【今年度における取扱い】【今年度における取扱い】【今年度における取扱い】【今年度における取扱い】▶ 新たな施策体系の見直しに沿った財政計画とする必要があることから、市長の政策方針を踏まえた内容で新年度に策定することとする。▶ 当初予算に併せては、簡略な財政見通しを示す。
③ 予算編成過程の透明化

    （見える化）【例年の状況】【例年の状況】【例年の状況】【例年の状況】▶ 行政評価の「公開外部評価会」で対象とされた事業について、予算編成過程を公表して、見える化を実施【今年度における取扱い】【今年度における取扱い】【今年度における取扱い】【今年度における取扱い】▶ 公開外部評価会での説明に際しては、市長の政策方針を踏まえることが必要。よって、評価会は当面延期し、見える化についても、歩調を合わせる。
④ 使用料・手数料の消費税

　の取扱い【今年度における取扱い】【今年度における取扱い】【今年度における取扱い】【今年度における取扱い】▶ 消費税率引上げ分に係る平成26年度からの使用料・手数料への対応方針を早急に決定する。
１０月 １１月

「　　　　 「　　　　　は例年日程のうち、今年度もこれによる予定のもの。　　　「　　　　　は、今年度における取扱い　　　「　　　　　は、例年日程のうち、今年度は未定のもの。　　　　」　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
項目及び説明 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月財政課と各部局とのヒアリング査定・調整要求書の提出 市
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要求書の提出 財政課と各部局とのヒアリング査定・調整
３月

定例会

新年度予算の執行開始○一般会計の

政策的経費建設事業費、補助費、政策的な事業費など
○特別会計（国保、下水等７会計）
○企業会計

○一般会計の

管理的経費人件費、扶助費、公債費、施設管理費など

（11月１日全員協議会で、）

「
当
初
予
算
編
成
の
進
め

方
」
を
説
明

簡
略
な
財
政
見
通
し
を
公
表

（市債の見込み、基金残高など）行政評価「公開外部評価会」の開催
予算要求の状況を公表

（公表は外部評価の対象とした事業）公開外部評価会の評価結果を踏まえた予算要求
財政担当の調整状況を公表市民意見の募集

市長裁定後の当初予算案を公表市民意見の募集

予算書等の公表（市ホームページ掲載）
当初予算案の内示会（議会・報道）

予算書等

予算書等の公表
（市ホームページ掲載）

当初予算案を公表
（内示資料をホームページに掲載）今年度における取扱い ：公開外部評価会の今後の方針と歩調を合わせる今年度における取扱い

消費税率引上げ分の使用料・手数料への対応方針は、国の方針や他団体の動向を踏まえ早急に決定し、

予算編成に反映させる。
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